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地方自治研究機構　講習会 検索

令和 6 年度自治振興セミナー
（宮崎県・神奈川県・岐阜県・福井県 /（一財）地方自治研究機構　共催）
〜時代に即応した話題等を各界のエキスパートを招き解説〜

現代社会を
代表する
講師陣

オンライン配信も実施

会場
開催期日

テーマ①
講師／略歴

テーマ②
講師／略歴

テーマ③
講師／略歴

宮崎県
7月12日（金）
宮崎観光ホテル
碧燿の間
〒 880-8512

宮崎県宮崎市松山 1-1-1
TEL：0985-27-1212

人口減少時代における
自治体間の広域連携

人口減少時代における
都道府県・市町村のあり方

デジタル社会における
地方創生の取組について

勢一　智子
（せいいち　ともこ）
（西南学院大学法学部教授）

＜講師略歴＞
1998 年九州大学大学院法学研究科博士課程退学。同年
に西南学院大学法学部講師に着任，同助教授を経て，
2007 年より現職。専門は，行政法，環境法，地方自治法。
第 31・32 次地方制度調査会委員，地方分権改革有識
者会議議員，国地方係争処理委員会委員，中央環境審
議会委員。地方行政では，福岡県行政改革審議会，宮
崎市総合計画審議会，滋賀県税制審議会などで委員を
務める。近著に，『都市の変容と自治の展望』（共著，( 公
財 ) 後藤・安田記念東京都市研究所，2022 年），『気候
変動を巡る法政策』（共著，信山社，2023 年）など。

伊藤　正次
（いとう　まさつぐ）
（東京都立大学大学院
法学政治学研究科教授）

＜講師略歴＞
1972 年生まれ。
東京大学大学院法学政治学研究科博士課程修了、博士（法学）。
専門は行政学・都市行政論。

主な著書に『はじめての行政学（新版）』（共著）、『ホーンブッ
ク地方自治（新版）』（共著）、『多機関連携の行政学』（編著）
など。
内閣府地方分権改革有識者会議議員、内閣府公文書管理委員
会委員等を務める。

庄司　昌彦
（しょうじ　まさひこ）
（武蔵大学社会学部
メディア社会学科教授）

＜講師略歴＞
中央大学大学院総合政策研究科博士前期課程修了。
国際大学 GLOCOM 准教授・主幹研究員を経て、現
職。総務省「地方自治体の DX 推進に係る検討会」
座長や「自治体システム等標準化検討会」座長、デ
ジタル庁オープンデータ伝道師、なども務めている。
主な著書（共著）は『インターネット・オブ・プレ
イス』（東京大学出版会）

神奈川県
7月30日（火）
パシフィコ横浜

503
〒 220-0012

神奈川県横浜市西区
みなとみらい 1-1-1
TEL：045-221-2155

ウェルビーイングなまちづくり 注目の “ 企業版ふるさと納税 ” を活用した官民連携
による地方創生の実現と今後の可能性 デジタル行財政改革について

渡邊　淳司
（わたなべ　じゅんじ）
（日本電信電話株式会社（NTT）
上席特別研究員）

＜講師略歴＞
2005 年 東京大学大学院 情報理工学系研究科 博士課程修了。博士（情
報理工学）。人間の触覚コミュニケーションに関する研究や、多様な
人々がウェルビーイングに生きられる社会を実現する方法論について
探究。近年は、ウェルビーイングの教育分野、ウェルビーイング・コ
ンピテンシーの育成について取り組んでいる。また、2025 年 1 月開
催予定の展示会「WELL-BEING TECHNOLOGY」の実行委員長を務
める。著作に『情報を生み出す触覚の知性』（毎日出版文化賞〈自然
科学部門〉受賞）、『わたしたちのウェルビーイングをつくりあうため
に』（2020 年）、『ウェルビーイングのつくりかた』（2023 年）など多数。

吉弘　拓生
（よしひろ　たくお）
（内閣府企業版ふるさと納税
マッチング・アドバイザー
株式会社オンリーワン代表取締役）

＜講師略歴＞
ラジオ DJ、森林組合職員、うきは市職員を経て 2015 年群馬
県下仁田町副町長。在任中、金融機関と連携し「ねぎとこ
んにゃく下仁田奨学金」を創設。企業版ふるさと納税を財源
にした同事業は令和元年度地方創生担当大臣賞を受賞。2021
年に内閣府が創設した「企業版ふるさと納税マッチング・ア
ドバイザー」に就任。公務実務経験と広い官民ネットワーク
を活かし、地方自治体への伴走支援に取り組んでいる。

瀧　俊雄
（たき　としお）
（株式会社マネーフォワード
グループ執行役員）

＜講師略歴＞
慶應義塾大学経済学部卒業。野村證券、野村資本市
場研究所、野村ホールディングスの企画部門を経て、
マネーフォワードの設立に参画。スタンフォード大
学 MBA。内閣官房　デジタル行財政改革会議有識
者構成員、内閣府　規制改革推進会議専門委員（ス
タートアップ・投資ワーキング・グループ）、一般
社団法人電子決済等代行事業者協会　代表理事等

岐阜県
8月6日（火）

岐阜県庁
20階　会議室

〒 500-8570
岐阜県岐阜市薮田南

2 丁目 1 番 1 号
TEL：058-272-1111

人口減少社会からの
脱却に向けての自治体経営 人口減少化の地域創生ビジネスモデル 「偶発性をデザインする」

～人口 5000 人の徳島県神山町はなぜ進化し続けるのか～

辻　琢也
（つじ　たくや）
（一橋大学大学院法学研究科教授）

＜講師略歴＞
専攻は、行政学、地方自治論。北海道函館市生まれ。
東京大学大学院博士号取得。東京大学助手等を経て、
2005 年から現在に至る。2014 年から 2018 年まで一
橋大学副学長。現在、国地方係争処理委員会委員、
税制調査会委員、国土審議会土地政策分科会企画部
会委員等を兼務。主な著書は、『あたらしい自治体
の設計』（共著）有斐閣など。

三神　万里子
（みかみ　まりこ）
（ジャーナリスト、
日本外国特派員協会会員、
日本文藝家協会会員）

＜講師略歴＞
国内外の経済媒体でソリューション事例発掘を重ね
日本の構造問題著書多数。NHK 経済番組メイン解
説キャスター、東日本大震災復興討論番組アンカー

（仙台で 6 年）、国立大 MBA コース客員准教授を経
て企業開発部門向けコンサルティング、社外役員、
経済産業省、総務省、国土交通省にて公職等を担う。
慶大卒、英ケンブリッジ大 CPD。

大南　信也
（おおみなみ　しんや）
（認定特定非営利活動法人
グリーンバレー理事）

＜講師略歴＞
認定 NPO 法人グリーンバレー前理事長
1953 年徳島県神山町生まれ。スタンフォード大学
院修了。過疎地域が生き残るための解決策を見いだ
そうと、アートや環境を柱に地域と世界をつなぎ、
グローバルな視点での地域活性化を展開。若者や起
業者の移住促進、ＩＴベンチャー企業のサテライト
オフィス誘致を通じて多数の雇用を創出。神山まる
ごと高専設立発起人。

福井県
8月19日（月）

福井県国際交流会館
多目的ホール

〒 910-0004
福井県福井市宝永 3 丁目 1-1

TEL：0776-28-8800

日本と地域の未来を創るデジタル変革
〜幹部職員の正しい dX 理解と自分ごと化が重要 女性が輝く地域づくり 前向きな人材の育て方と職場づくり

陳内　裕樹
（じんない　ひろき）
（内閣府クールジャパン
プロデューサー
東京都立大学客員教授
日本薬科大学特別招聘教授）

＜講師略歴＞
コミュニティデザイナー。大手旅行会社にて市場開発、コンテンツ開発業務を歴
任後、内閣府クールジャパンプロデューサーとして中央省庁、地方公共団体等の
デジタル変革を通じた地方創生とデジタル田園都市国家構想の推進を支援。
その他、総務省 DX アドバイザー、富山大学客員教授、東北芸術工科客員教授、
早稲田大学招聘研究員、自治体国際化協会プロモーションアドバイザー、北海道
から沖縄まで 70 以上の自治体・首長の政策顧問・アドバイザーを務める。

坂東　眞理子
（ばんどう　まりこ）
（昭和女子大学総長）

＜講師略歴＞
富山県生まれ。1969 年東京大学卒業、総理府（現内
閣府）入府。
1995 年埼玉県副知事、1998 年ブリスベン総領事、
2001 年内閣府男女共同参画局長。2004 年昭和女
子大学 ･ 女性文化研究所長、2007 年同大学学長、
2014 年同大学理事長、2016 年同大学総長。著書『女
性の品格』『日本の女性政策』『７０歳のたしなみ』『幸
せな人生の作り方』『女性の覚悟』『与える人～「小
さな利他」で幸福の種をまく』など著者多数。

碇　邦生
（いかり　くにお）
（九州大学ビジネス・
スクール講師
合同会社ATDI 代表）
＜講師略歴＞
2010 年、民間企業を経て神戸大学大学院経営学研究科
へ進学し、ビジネスアイデア創出に関する研究を行う。
2015 年、リクルートワークス研究所に入職し、主に採
用と人事制度の実態調査を中心とした研究に従事する。
2017 年から大分大学経済学部で講師を務める。2022 年
に大学発シンクタンクの合同会社 ATDI を創業し、
教職に就く傍ら、代表も務める。2023 年、九州大学
ビジネス・スクールに異動し、「組織行動」と「リーダー
シップ論」を教える。
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